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3（1）東北地方太平洋沖総合研究 

            

「東北地方太平洋沖」総合研究グループリーダー 松澤 暢（東北大学大学院理学研究科） 

                           

 2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）は，日本の観測史上最大の地震であり，約 40 万戸の家屋が全半壊し，

死者・行方不明者が1万8千人を超えるという東日本大震災をもたらした。震災から６年が経過した2017年 3

月の時点でも，いまだ2千5百名以上の方々が行方不明のままである。これほどの大規模な地震にもかかわらず，

我々はその地震の予知はおろか，その発生ポテンシャルを正しく推定することすらできなかった。今後，同じよ

うな失敗を繰り返さないためには，この地震およびその影響について詳しく調べ，将来の巨大地震の際の災害軽

減に役立てることが極めて重要である。特に，この地震の発生により，日本列島はこれまで我々の知っているそ

れまでの日本列島とは別の状態になっている可能性があり，日本各地の地震や火山に及ぼす影響を詳細に調べる

必要がある。  

 平成26年度から始まった「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」では，地震や火山の災害軽

減のために様々な観測研究を実施している。ここでは，東北地方太平洋沖地震に関係の深い課題の成果を紹介し，

それが災害軽減とどのように結びつくのかを論じることにする。 

 

１．災害の予測のための研究 

 新しい計画では，これまでの地震・火山噴火予知研究計画とは異なり，災害誘因（ハザード）の研究の推進に

力を入れており，また，災害誘因の影響を正しく理解するために，災害素因（脆弱性）の研究も進めている。こ

れらの研究においては東京大学地震研究所と京都大学防災研究所の拠点間連携が重要な役割を果たしている。 

 巨大地震がもたらす災害・被害予測は，想定すべき複数の地震シナリオや，都市モデルの不確定性を考慮した

計算が必要であり，その結果生じる膨大な量の解析結果の評価に関しても新しい方法論が必要である。このよう

な観点から様々な都市を対象にした統合地震シミュレーション（Integrated Earthquake Simulation, IES）を

実施した。仙台市を対象にしたシミュレーションでは，東北地方太平洋沖地震を含む1995 年から2016 年の間

に発生した最大加速度100 gal 以上の12 の地震を対象とし，その結果を使って，各建物の被害状況と使用状況

を基に，修復コストの算定を行った（拠点間連携［課題番号：2977］）。 

 このような被害予測のためには，地震動に対する構造物の応答を非線形性も考慮して正しく理解する必要があ

る。このような観点から，東北地方太平洋沖地震の際の建物被害データと，その領域にあった強震観測点でのデ

ータに非線形応答解析を用いた物理モデルによる被害予測の評価手法を用いて被害率を求めた結果と比較した。

その結果，内陸地震を対象として構築された予測モデルは，海溝型地震の短周期に富む加速度の大きな波形に対

して敏感に反応して過大な被害率を与えることが明らかになり，このような地震に対する非線形特性の見直しを

行う必要があることが示唆された（拠点間連携［課題番号：2979］）。 

 大地震によって生じる強震動は，場所によっては地滑りを生じ，これが新たな災害誘因となりうる。東北地方

太平洋沖地震でも，実際に大きな地滑りが生じていた。どのような場所で地震時にどのような地滑りが生じやす

いのかを明らかにするために，東京以西の過去の地震によって生じた地すべりの地質・地形的特徴の調査を開始

した。箱根の東方では，1923 年関東地震およびそれ以前の地震によって軽石が関与した地すべりが多数発生し

ており，将来的にも発生することが予測される。静岡・山梨では，堆積岩と変成岩のトップリング斜面の崩壊が

6か所で発生しており，その地震時の脆弱性が確認された。また，地層の座屈（Buckling)に先行された崩壊も2

か所で確認され，これらの構造が特に地震動に弱いことが予測される（京都大学防災研究所［課題番号：1912］）。 

 被害予測において過去の事例研究は重要であるが，当時と現在の土地利用状況や地形の違いを正しく把握し，

また開発によってどのような脆弱性が生まれるのかについて検討を行うことが重要である。本年度は岩手県釜石
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市中心部と宮城県多賀城市周辺地区について，地形復元を実施し，地形の改変と被害状況との関係について検討

を行った結果，釜石市で甲子川河口の干潟が埋め立てられている様子が確認でき，この大部分が東日本大震災時

に津波被害を受けていることがわかった（拠点間連携［課題番号：2982］）。 

 以上のように，大地震時に何が生じるのかということが次第に明らかになってきているものの，これらの災害

の予測に関する情報が住民の防災意識向上に役立たなければ意味が無い。東日本大震災被災地の調査に基づき，

科学的知識の有無や防災訓練への参加が必ずしも自己判断力に基づく避難行動に結びつかないとの仮説が生ま

れたため，その検証を南海トラフ地震の被害が予想される地域において行った。その結果，自然現象としてのハ

ザードリスクは比較的よく認知されているものの，身の危険に直接かかわるリスクとしての認知度は低く，災害

への備えに結び付いていないことが明らかになってきた（名古屋大学［課題番号：1704］）。このことは，自然現

象としてのハザードの情報の提供だけでは被害軽減に結びつかない危険性を示しており，情報の提供の仕方を工

夫しなければならないことを意味している。 

 一方，大地震発生時の強震動や津波について，より早く，より正確に情報を提供することは緊急対応に基づく

減災にとって極めて重要である。このような観点から様々な機関で手法開発が進められている。 

 東北地方太平洋沖地震発生直後は，ほぼ同時に複数の余震が別の場所で発生することが多発し，このために緊

急地震速報が結果的に「誤報」となってしまった例が少なからずあった。これに対応するため，気象庁は 2016

年12月からIPF法（Integrated Particle Filter法）を緊急地震速報に導入した。この手法では，少ない観測

点でも多項目の情報を同時に用いるため，震源要素の信頼度を向上させることができる（気象庁［課題番号：

7014］）。 

 また，GNSS データを用いて震源断層を即時に推定する手法の開発・改良がおこなわれており，今年度はマル

チGNSSへの拡張，キネマティック解析の改良，ノイズに起因する滑り量の過大評価の改善，断層モデルの初期

値の改善等が行われた（国土地理院［課題番号：6004, 6012］，気象庁［課題番号：7009］，東北大学［課題番号：

1209］）。 

 特に熊本地震（M7.3）については，本震の発震時刻から5分以内に，自動的に矩形断層モデルをリアルタイム

で推定することに初めて成功し，布田川断層に沿った右横ずれのMw6.95の地震であったことを示すことができ

た。さらに，4月14日及び15日に発生した熊本地震の前震（M6.5，M6.4），10月21日に発生した鳥取県中部の

地震（M6.6），及び11月22日に発生した福島県沖を震源とする地震（M7.4）においてはリアルタイムで地震時

変動を検出することに成功した（国土地理院［課題番号：6001, 6004, 6005］，Kawamoto et al., 2016，川元・

他, 2016）。 

 また，自動震源決定手法（PF 法）の改良を行い，震源出力条件の見直し，複数の地震が発生した場合の最適

化，走時残差が大きな相の取り扱いの改良を行った。その結果，島嶼部及び地震多発時における震源決定性能を

向上させることができた（気象庁［課題番号：7009］）。 

 さらに，津波予測の高度化のために，震源域内で観測されうる地震動・音波等の非津波成分に伴う圧力変動が

津波予測精度に与える影響を，理論合成データを用いた数値実験により検証したところ，ローパスフィルタ適用

後に残存する地震動に伴う圧力変化の影響で，観測波形が短い地震発生直後は精度が低下するものの，時間が経

過して観測データが増えると，精度低下は大幅に改善することが明らかになった。また，遠地津波の減衰過程だ

けではなく成長過程までを含めた全期間の振幅時間変化を説明するため，津波エネルギーの伝達過程を踏まえた

考察に基づき，波源と二次波源（散乱源），伝播経路，観測点付近の効果の3 つに区分して，それぞれの段階ご

とに数理モデル化した。遠地津波の観測事例にこの数理モデルを適用して，減衰定数などのパラメータの推定を

進めた（気象庁[課題番号：7011]）。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 
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 繰り返し回数が少ないときの小繰り返し地震の発生確率予測の精度を，日本海溝沿いで行った 2006 年から

2010 年の 4 回の確率予測実験データや対数正規乱数を用いたシミュレーションを用いて検討した。その結果，

データが非常に少ない時は，事前分布に含まれる経験的な情報が予測精度の向上に大きく役立つことが明らかに

なった（東京大学地震研究所［課題番号：1510］）。 

 宮城県沖のプレート境界の変動シミュレーションを，多数のシナリオで実施して，M9 クラスの巨大地震の発

生前後の仮想宮城県沖地震の発生頻度について検討をおこなった。多くのシナリオでは，宮城県沖地震の平均再

来間隔が，M9 クラスの地震の発生後に，より短くなることが示された（海洋研究開発機構［課題番号：4002］，

Nakata et al., 2016）。 

 東北地方太平洋沖地震の発生直後には，日本の広い領域で地震活動が一時的に活発化し，それはとくに火山地

域で顕著であった。この現象の一つの解釈としては，大振幅の地震波動によってマグマや深部高圧水が強制的に

振動させられたために，地震が起こりやすくなったということが考えられる。その後，このような本震発生直後

の地震活動の活発化は収まってきたものの，蔵王山では，以前と比べて活動度の高い状態が続いているように見

えるため，今後の活動の推移予測が重要となっている。平成27年度に全国の大学と合同で実施した人工地震構

造探査のデータ解析を進め，火口湖御釜及び地熱活動域を対象としたファン・シューティング解析を行い，御釜

と地熱活動域を結ぶ領域が地震波の減衰域となっていることを明らかにした。蔵王山の全磁力繰り返し観測を

2016 年8 月にも実施し，これまでの観測結果をまとめた結果，御釜から北東へ約700m，深さ約350m の位置に

長径と短径がそれぞれ500mと400m で厚さ190m 程度の扁平楕円体シル状の消磁域が推定され，蔵王山の噴火ポ

テンシャルは御釜直下ではなく，現在噴気を上げている振子沢，丸山沢の直下付近にあることが示唆された。一

方，蔵王山直下浅部で発生する低周波地震・長周期地震の解析を継続したが，長周期地震の振動特性に明瞭な時

間変化は見られず，浅部の熱水系に顕著な温度変化や物性的変化はないと考えられる（東北大学［課題番号：

1202］）。 

 福島県立医科大学で観測された大気中ラドン濃度の残差の積算値を調べたところ，2003 年以降から大気中ラ

ドン濃度の積算値がべき乗則に従い増加し，2011 年の東北地方太平洋沖地震まで継続していたことがわかった。

2011 年の東北地方太平洋沖地震では1990年以降のM6以上の地震の積算ベニオフ歪に関してもべき乗則の増加

エネルギー散逸が報告されており（Xue et al., 2012），大気中ラドン濃度の変動にも同様のエネルギー散逸則

が認められたことになる（東北大学［課題番号：1207］）。 

 

３．地震・火山現象の解明のための研究 

（プレート境界） 

 東北地方太平洋沖地震の最大すべり域付近の日本海溝において，2013年および2014年から2015 年にかけて，

海溝軸を跨ぐ形での2 回の海底間音響測距観測を行い，さらに2015年からは，新しい仕様の5 台の機器を同海

域に設置した。本年度2016年9月にこのうち2 台を回収し，ほぼ１年間の連続データを得た。温度・圧力補正

後の見かけ基線長は，主に設置状態の過渡現象による姿勢変化を描いており，姿勢補正により基線長変化はなく

なるセンスであることが予想される。これは，2013 年から実施してきた同海域での先行観測と整合する結果で

ある（東北大学［課題番号：1210］）。 

 2012 年から2016 年5 月までに実施した6 回のGPS/音響方式海底地殻変動観測により，日本海溝近傍におけ

る2011 年東北沖地震後の地殻変動を明らかにした（図1）。観測された地殻変動の変位速度ベクトルは，海溝沿

いに南北で大きくことなることが明らかとなった。東北沖地震で大きな地震時すべりがあった中部では粘弾性緩

和による顕著な西向き変位が観測されるが，南部の広い範囲では逆に東向き変位が観測され，プレート境界線部

で余効すべりが進行していることを示唆する。これに比べ，北部では地震後地殻変動による変位速度は非常に小

さい（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 
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 北緯 39 度付近の日本海溝陸側斜面で，東北沖地震発生前の 1996 年と 2001 年に実施した構造探査実験と同

一測線での構造探査実験を2013 年と2014 年に実施し，東北沖地震前後において，ほぼ同じ記録断面を得るこ

とができた。一方，プレート境界からの反射強度については，暫定的ではあるが，東北沖地震発生前に強度が強

かった場所では発生後に強度が低下し，発生前に弱かった場所では発生後に強度が上がるといった傾向があるよ

うに見える結果となっている（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 

 房総沖スロースリップ領域において水圧計のデータ解析を進めた。2015 年度では観測点2 点の差を取って海

洋変動等を除去していたが，2016 年度は陸上のGNSSデータに用いられている解析方法と同様に，線形成分，1 年

と半年周期の周期成分，対数成分，ギャップ成分の４つの成分からなる関数をフィッティングして，データ解析

を行った。その結果，水圧計による海底の上下変動は，各点において深さに換算して約 1cm の精度で観測でき

ることが示された。2013 年12 月から2014 年1 月の房総沖スロースリップに近い観測点で2cm を超える有意

な隆起が認められ，スロースリップから遠い観測点では有意な隆起はなかったことがわかった。この解析方法の

開発によって，海底水圧計はセンチオーダーの変化を捉えられることができ，スロースリップのような小さな変

化の観測にも有用であることを示すことができた（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 

 日本海溝プレート境界断層浅～中部の性質を理解するため，統合国際深海掘削計画第343 次研究航海（JFAST）

によって採取された日本海溝付近のプレート境界断層試料の高温高圧摩擦実験を行い，プレート境界断層試料の

摩擦特性が温度や変位速度によってどのように変化するのか調べた。その結果，(a-b) 値は50～100 ℃でのみ0

に近い負の値を取り，150 ℃以上では正となることがわかった。スロー地震は(a-b) 値が負でかつ小さな値をと

るような条件で発生しやすいと考えられており，また東北沖沈み込み帯の温度構造から，スロー地震の下限はお

よそ 150 ℃だと推定されているため，本実験結果は観測結果とよく整合している（東京大学地震研究所［課題

番号：1503］）。 

 海底掘削孔C0010 の孔内計測装置をDONETへの接続をおこないリアルタイム計測を開始した。2016年4 月1 

日に三重県南東沖での地震(Mw6.0) に伴い発生したゆっくり滑りに対応した孔内間隙水圧の変動を観測した。ま

たゆっくり滑りは周辺で発生した超低周波地震の活動を伴うことを示した。DONETのデータの解析によるとこの

地震の余震群や超低周波地震は本震の発生域とは空間的に離れた場所で発生しており，深部側と浅部側双方にひ

ずみが伝播したことが示唆される（海洋研究開発機構［課題番号：4002］）。 

 陸上のGPS 観測網に加えて海底のGPS/音響測位結合方式による地殻変動データ，水圧計による地殻変動上下

成分をデータとしてプレート境界上での東北沖地震後の余効すべりの分布を高分解能で推定した。得られた分布

は東北沖地震の発生時のすべり領域とはほぼ重ならないことが示された（海洋研究開発機構［課題番号：4002］，

Iinuma et al., 2016）。 

 琉球海溝南部では津波地震，低周波地震のようなゆっくりした地震の発生域が深部にまで隣接しており，測線

構造探査においても発達した低速度wedge の存在が確認され，プレート間の固着の弱い領域が支配的に存在す

ることが明らかになった。更に自然地震の精緻な解析によりプレート間地震を抽出したところ，普通の地震とス

ロースリップや低周波地震との空間的な棲み分けがなされていることが判明した（海洋研究開発機構［課題番

号：4002］，Arai et al., 2016）。 

 ブロック断層モデリングを時間変化も含めて解析できるようにし，東北地方太平洋沖地震前の日本列島の解析

を行った。その結果，2003 年の十勝沖地震のアフタースリップが明瞭に捉えられた。2005年の宮城県沖の地震

のため，2006 年に宮城沖合のすべり欠損が小さくなる様子が捕らえられた。また2008 年の茨城沖，福島沖の

地震後の余効変動のために，2008 年以降，茨城沖，福島沖でのプレート境界のすべり欠損が小さくなっている

ことが推定された。西南日本のフィリピン海プレートと陸側プレート間の滑り欠損では，豊後水道の長期的なス

ロースリップ，東海の長期的なスロースリップ，九州東岸のスロースリップをとらえられた。2013 年以降の全

国の解析でも，東海スロースリップ，紀伊水道のスロースリップ，豊後水道のスロースリップ及び九州東岸のス
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ロースリップが検出され，本解析手法の有効性が確認された（国土地理院［課題番号：6003］）。 

 摩擦実験における変位速度急変時に現れる摩擦強度の変化を表す量a やb は，実験条件に依存する。その様

な複雑な挙動を表現可能な摩擦構成則を定式化した上で，上述の日本海溝付近の JFAST 試料の摩擦実験から得

られた摩擦の性質，及び実測された水理的性質と摩擦発熱による間隙水圧上昇を考慮した動的地震サイクルシミ

ュレーションを行った。平時の有効垂直応力分布に関してパラメータスタディをする事により，スーパーサイク

ル挙動，海溝まで達する巨大地震の頻度，深部のみの大地震の頻度，巨大地震時のすべり量と発熱量，長期的摩

擦発熱量の全てにおいて観測結果とよく一致するケースを実現する事に成功した（図2）。またこのモデルでは，

再浅部のみがcm/s 程度の速度ですべるイベントが確認できた（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域で，前震による余効すべりと本震による高速すべりがオーバーラップ

している領域が発見されたことに基づき，天然のプレート境界における摩擦強度の変位速度依存性の実証的な評

価を行い，インバージョン解析により求まった変位プロファイルから応力変化を計算するとともに，その結果を

速度と応力変化の関係としてコンパイルした結果，顕著な動的弱化現象が観察された。この結果は，従来の高速

摩擦実験の結果（例えばDi Toro et al.,2011）とも調和的と言える（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 

 Brownian Passage Time（BPT）分布更新過程から拡張した時空間更新過程モデル（Nomura et al.,2017）を用

いて，2011 年東北地方太平洋沖地震までの太平洋プレート境界における準静的滑りの時空間的変化を小繰り返

し地震を用いて推定した。その結果，十勝沖～釧路沖において2003 年十勝沖地震後の滑り速度が長期にわたっ

て以前より高い水準にあること，三陸はるか沖地震の余効滑りの減衰期間が深さにより異なること，三陸沖や福

島沖では間欠的にM6 クラスの地震や群発地震に伴う滑り加速が見られることなどがわかった。さらに，GPS イ

ンバージョンによる同地域の滑り欠損分布の推定結果との比較を行い，全体的に同じ傾向が捉えられていること

を示した（東京大学地震研究所［課題番号：1510］）。 

 沈み込みプレート境界における小繰り返し地震のすべり方向の相対変化を精密に推定できる方法を開発し，東

北地方太平洋沖地震前後のフィリピン海プレートの上面と下面の相似地震に適用した。すべり速度の時間変化の

結果と組み合わせることで，東北地方太平洋沖地震後に太平洋プレート・フィリピン海プレートの両方の沈み込

み速度が一時的に加速したことが推定された（東京大学地震研究所［課題番号：1510］）。 

 南海トラフ沿いにおいて，海陸の測地観測データを用いてインバージョンを行い，プレート境界のすべり欠損

速度の分布を推定した。東北地方太平洋沖地震の観測結果への影響はIinuma et al. (2012) 及びSun and Wang 

(2015) のモデルを用いて取り除いた。結果として，内閣府による南海トラフ巨大地震の想定震源域の全体は正

のすべり欠損速度を持っていることがわかった。また，1940 年代の東南海・南海地震の震源域よりも外側にす

べり欠損速度の高い領域が広がっていることも示された。逆にすべり欠損速度の低い領域はVLFE の分布と整合

的であり，周辺に海山の沈み込みも見られることから，これらの現象とプレート境界のすべり欠損の状態は何ら

かの物理的相関を持つことが初めて示された(海上保安庁[課題番号：8001]，Yokota et al., 2016)。 

 2 つの速度弱化パッチの相互作用を考慮したモデルによる数値シミュレーションを行い，地震発生サイクルの

複雑性を調べた。サイスミックカップリングが急変する時に多重周期や非周期的なサイクルが発生しやすいこと

がわかった。また，大規模な余効すべりをはじめとする，準静的なすべりの伝播過程について，小繰り返し地震

解析結果を基に数値シミュレーションで再現した結果を参考に，摩擦構成則に基づいて摩擦特性と伝播速度の関

係式を導出した（東京大学地震研究所［課題番号：1510］）。 

 摩擦構成則に従う余効すべりと，地震時のすべり及び余効すべりによるマントルの粘弾性応力緩和の双方を考

慮した余効変動モデルを構築した。このモデルのパラメータは摩擦パラメータやマントルの粘性率等であり，初

期条件は地震時のすべり分布で決まる。このモデルを東北地方太平洋沖地震の余効変動に適用し，パラメータと

初期条件が余効変動に与える影響について調査したところ，地震時のすべり分布によっては，モデルが余効変動

の上下変動の観測値を説明できないことが分かった。この結果は，余効変動の観測データから余効すべり域の摩
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擦パラメータを推定する際には，地震時のすべり分布も同時推定する必要があることを示すとともに，余効変動

データから地震時滑り分布に拘束を与えることができることを示している（京都大学理学研究科［課題番号：

1803］）。 
 2011 年東北地方太平洋沖地震による津波堆積物の各種分析を通して，津波堆積物の識別手法や浸水域の復元

手法などに向けた調査研究を各地で行った。青森県三沢市およびおいらせ町で珪藻分析を行った結果，この地震

による内陸の津波堆積物には海生・汽水生の珪藻よりも淡水生の珪藻のほうが多く含まれており，また含まれて

いる海生珪藻も現在の海岸の砂で優勢な珪藻とは異なる海生種が優勢であることがわかった。これは，珪藻分析

に基づく古津波堆積物の同定においても注意すべき重要な結果である（Tanigawa et al., 2017）。さらに，

10Be/9Be比を調べたところ，東北沖地震の津波堆積物も，また千島海溝の連動型巨大地震による北海道東部沿岸

の津波堆積物も，その周りの土壌よりも低い 10Be/9Be 比を示すことが分かった。このことは，10Be/9Be 比を津

波堆積物研究における地球化学的指標として広く用いることができる可能性を示している（産業技術総合研究所

［課題番号：5004］）。 
 

（内陸） 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生から5年以上が経過しても，東北地方内陸での誘発地震活動は依然とし

て継続しており，活動には時空間変化がある。これらの現象を東北地方太平洋沖地震発生時の応力変化だけで説

明することは困難であり，誘発地震は流体の存在による地殻強度の低下によって発生し，地震活動の時空間変化

は流体分布の時間変化を反映するという仮説が，一つの可能性として考えられる。森吉山周辺地域においては，

単独観測点での平均的なS 波エンベロープを用いたback-projection 解析から，地震波散乱体が森吉山の北西

約5 km，深さ13 km 付近に存在するという結果を得ている。本年度は，2012 年11 月から2014 年5 月までの

期間に実施した震源域周辺において9 点の3 成分地震計から成るアレイ観測データのセンブランス解析から散

乱体の位置推定を試みた。センブランス解析の結果を震源が近い地震についてスタックすることで，散乱波の到

来方向，見かけ速度，到達時刻を特定でき，上記の散乱体から到来したと考えられる後続波を検知することがで

きた（弘前大学［課題番号：1101］）。 

 2011 年東北沖地震後に誘発された仙台大倉におけるmigration する群発地震活動について，気象庁一元化カ

タログデータに加えて，波形相関およびクロススペクトル法により得られた到達時刻差データに

Double-Difference 法を適用して震源再決定を行った。得られた震源は，複数の面状に分布し，その面の方向は

メカニズム解の片方の節面の方向とほぼ一致する（図3）。この方向は広域応力場から見てunfavorably-oriented 

であり，その面の摩擦強度が著しく低下していたことを示唆する。震源のmigrationは流体拡散に伴う間隙水圧

の増加で説明でき，摩擦強度の低下も同様に間隙水圧の増加により説明可能である（東北大学［課題番号：1204］）。 

 福島県のいわき-猪苗代湖測線に約1.5 km 間隔で臨時観測点50 点を設置し地震観測を行った。2014 年10 月

～2016 年 6 月に発生した震央距離 30 °～90 °の Mw5.9 以上の地震を用いて観測されたレシーバ関数を計算

し，S 波速度構造を与えて計算された理論レシーバ関数との間で最急降下法を用いて波形適合を行い，最も合う

地震波速度構造を推定した。また，新潟－福島横断測線におけるMT 観測データに対して２次元断面の比抵抗構

造を推定した結果，背弧側新潟平野の地下10～20 km，前弧側郡山盆地と阿武隈高地との境にあたる領域の地下

10～30 km，島弧中央部西会津地下全般に低比抵抗域がそれぞれ推定された。2011 年の東北太平洋沖地震の直後

から前弧側にあたる茨城県－福島県境付近で活発な誘発地震活動がおこり，同地震の前に郡山盆地西側の奥羽山

脈の地下浅部でもまとまった地震活動が起こっていた。これらの地震活動は，前弧側の低地震波速度-低比抵抗

領域の浅部に位置する高地震波速度-高比抵抗域で起こっていることが分かった。ただ当該測線では，背弧側の

日本海に面する領域ではその地下に低比抵抗域が捉えられているものの，顕著な地震活動は今のところ起きてい

ないようである（東北大学［課題番号：1203］）。 
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 このように地震学的・電磁気学的に地下の流体の存在が示唆されているが，このような流体が地下に存在する

ためには，不透水層が形成されている必要がある。岩石-流体相互作用により，岩石の溶解と析出による地殻の

透水-不透水層境界の形成について，実験的に明らかにした。その結果，350 ℃の温度付近では急激な溶解によ

る流体貯留スポットの形成，400℃前後でのシリカの急激な沈殿による不透水層の形成を示すことが出来た（東

北大学［課題番号：1204］）。 

 また，含水岩石の電気伝導度がクラック密度 0.1 を境にして大きく増加することと，岩石試料内のクラック

は主として開いた粒界であることを示すX 線CT 観察を元に，立方体粒子の集合を考え，どれだけの割合の粒界

が開くと連結した経路が形成されるのか，数値実験を行った。その結果，開いた粒界が全粒界の20%を超えると

規格化された最大長が１に達する（すなわち，系全体に渡る連結した経路が形成される）ことがわかった。この

パーコレーションの閾値をクラック密度に換算すると 0.1 になるため，地殻内で観測されている電気伝導度の

大きな空間変化は，地殻内のクラック密度がパーコレーション閾値付近にあることを示唆している（京都大学防

災研究所［課題番号：1905］）。 

 東北沖地震後に発生した内陸地震群について，稠密地震観測を実施し，定常観測網だけでは推定できない小さ

な地震についてもメカニズム解を推定し，応力テンソルインバージョンにより，東北沖地震後の応力場の時間変

化について検討を行った。それぞれの地震群について，東北沖地震直後と４年程度経過した後で応力場は概ね同

じであることが確認できた。GNSS 観測によれば本震直後と同様のセンスの余効変動が継続しており，大地震に

よって生じた応力場の変化は，短期間では解消しないことが明らかになりつつある（東北大学［課題番号：1203］）。 

 2016年12月28日に，東北沖地震の広義の余震と考えられるMj6.3の地震が茨城県北部で発生した。この地

震による地殻変動をGNSS 連続観測およびALOS-2 衛星によるSAR 干渉解析により検出した。最大の地殻変動が

観測される領域では，長さ約2 km の変位の不連続が認められた。矩形断層一様滑りの震源断層モデルを推定し

た結果，南西傾斜の断層面上における正断層運動が推定された。変位の不連続が見られた最大変位域では，直下

のごく浅部に局所的な滑りが求められた（国土地理院［課題番号：6001］）。 

 2000 年鳥取県西部地震域での稠密地震観測データによる震源断層周辺で発生した余震約 4000 イベントを詳

細に調べた結果，余震は本震断層面から鉛直に1.0～1.5km の幅で分布し，断層露頭観察から得られた断層破砕

帯の幅よりも有意に広く，また，本震断層周辺の9 割近くの余震が正のΔ CFF を持つことが分かった。以上の

結果は，余震は本震断層の再破壊ではなくほとんどが本震断層の周辺で起きている現象であり，余震分布の幅は

本震の破壊により生じた静的応力変化にコントロールされていることを示している（京都大学防災研究所［課題

番号：1905］，Yukutake and Iio, 2017）。 

 東北地方の5 点及び北海道太平洋岸の3 点，及び関東地方2 点で，精度1 マイクロガル程度の高精度絶対重

力測定を実施した。そのうちの仙台と江刺について，2011 年以降の重力及び楕円体高の時間変化を図4に示す。

2011 年～2014 年に見られていた隆起と重力減少の対応関係が，2014 年以降は消失していることがわかる。こ

の傾向は関東地方（筑波山，東京）でも認めることができた。このことは東北地震後の粘弾性効果が次第に，

afterslip の効果と同程度に成長していることを強く示唆する結果である。また，2016 年 5～7 月に，東北全

域及び北海道の太平洋岸の約60 点で，精度10μガル程度のハイブリッド重力観測を実施した。2012～2014 年

と，2014～2016 年の２つの期間について 2 年間の重力変動を図 5 に示す。2014 年を境に空間的な重力変動パ

ターンも大きく変わりつつあることが見出された（東北大学［課題番号：1203］）。 

 2016年9～11月に新潟県佐渡市から阿賀町におけるGNSS 繰り返し観測を実施した。新潟県周辺では，東北地

方太平洋沖地震の余効変動により東西方向の伸張が卓越していたが，時間と共に伸張は小さくなってきている。

2015 年10月～2016年10月の1 年間では，一部の場所において北西－南東方向の短縮が卓越し，面積歪では短

縮になっている場所もあることが分かった（国土地理院［課題番号：6001］）。 

 沈み込むプレート，脱水反応と流体移動，対流するマントルウエッジと流体の反応，流体濃度と温度に依存す
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る粘性率を考慮した，沈み込み帯スケールでの2 次元2 相対流モデルを構築し，東北日本に適合する条件で計

算を行った。その結果，含水量数％，蛇紋岩およびカンラン岩に関する粘性率の水・温度依存性が実験推定値程

度の場合に，地震波トモグラフィー，地殻熱流量，火山帯の位置と幅・安定性を再現するモデルが提案された（京

都大学防災研究所［課題番号：1905］，Horiuchi and Iwamori, 2016）。また，この沈み込み帯熱対流モデルを用

いて，2011 年東北地方太平洋沖地震の余効変動を解析した結果，基準粘性を 1019 Pa s とし，海洋マントルの

粘性はMuto et al. (2016) で推定されたモデルの値を採用し，余効すべりを考慮すれば，海陸の観測データを

概ね説明できることがわかった（東北大学［課題番号：1203］）。 

 東北沖地震間における東北日本弧の上下変動のモデル化を有限要素法により行った。島弧内陸の不均質粘弾性

構造とスラブを考慮した場合，沈降域が太平洋沿岸から火山フロント周辺まで拡大することがわかった。また，

粘弾性モデルでも深部固着が必要であるが，弾性体に比べて深部の固着の割合は小さくても前弧の沈降を説明可

能であることがわかった。観測から明らかにされているおよそ100年間における東北日本背弧での隆起は，東北

沖地震震源域から深部までの固着の影響を受けていた可能性がある（東北大学［課題番号：1203］）。 

 

（他の沈み込み帯との比較） 

 国内で発生する巨大地震の頻度は低いため，巨大地震の研究を進め，減災のうえで何に注意すればよいのかを

知るためには，国内の観測研究だけでは限界があり，海外の地震との比較研究が極めて重要となる。 

 世界および東北沖の地震活動と，朔望周期程度で変化する潮汐応力の振幅を比較したところ，振幅が大きいと

きには，地震のサイズ頻度統計が変化し，Gutenberg-Richter 則の b 値が小さくなることがわかった。地震の

破壊過程が階層的であり，その階層進展確率が，潮汐によって変化するとと考えるとこの結果は理解しやすい（東

京大学理学系研究科［課題番号：1402］）。 

 2014 年チリIquique 地震の発生に至るまでの地震活動解析を行った。2008 年から2014 年までの波形データ

とUSGS 地震カタログを用いて，Matched Filter 法により震源カタログを新たに構築した。本震発生の約270 日

前から，地震活動度，小繰り返し地震から推定される非地震性滑り量，ETAS モデルのbackground rate が間欠

的に増加し始め，その増分も時間ととともに大きくなり，本震発生に至ったことが明らかとなった。また，震源

移動現象の発生頻度も本震発生に向かって増加した傾向が見られた。これらの解析結果に基づくと，地震性すべ

りに加えて非地震性すべりもプレート境界面上で同時に進行し，本震破壊領域の端で固着が間欠的に緩み破壊域

への応力集中が生じたことで本震の発生が促進されたと考えられる（東京大学地震研究所［課題番号：1510］）。 

  2014 年5 月10 日から2015 年6 月にかけて，ニュージーランド（NZ）北島ギズボーン沖合にて日・NZ・

米3 か国で大規模海域地球物理観測を実施し，その海底圧力計のデータを調べたところ，2014 年9 月から10 月

にかけて観測網直下において発生した大規模なスロースリップに伴う 1.5～5.4 cm の海底上昇を記録している

ことがわかった。この海底上昇は陸上の GPS 観測網によってスロースリップが捕らえられる数日前から開始し

ているように認められ，したがってスロースリップのすべりはプレート境界の浅部から深部へと進行したことが

示唆される。海底上昇量は海溝軸に向かって小さくなるものの，スロースリップによる断層すべりがほぼ海溝軸

まで達したことを観測データは示している。ここで得られたスロースリップに伴う断層すべりについて，反射法

地震波構造調査によって得られているプレート境界の形状と比較すると，沈み込んだ海山を避けるように分布し

ていることがわかった。また，スロースリップに伴った微動と考えられる活動が認められ，その震源はスロース

リップの断層すべりが及ばない沈み込んだ海山の基底部周辺に集中しているように見える（東京大学地震研究所

［課題番号：1524］）。 

 

（災害軽減の基盤となるデータ・知見の流通・公開） 

 災害軽減のためには，予測のみならず，過去に起こったことと現在起こっていることをわかりやすく社会に伝
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えることが重要である。そのような取り組みが様々な機関で進められている（例えば，気象庁［課題番号：7012, 

7020］）。特に気象庁では，平成28年熊本地震を踏まえ，大地震発生直後においては，大地震と同程度の地震へ

の注意も喚起するような防災上の呼びかけを行うことにした（気象庁［課題番号：7012］）。 

 また，災害軽減のための研究を効率よく，かつ多彩な視点から進めるためには，良質のデータが生産され，そ

れが研究者に提供されることが重要であり，そのような取り組みも行われている（気象庁［課題番号：7014］，

国土地理院［課題番号：6005, 6006, 6008］，防災科学技術研究所［課題番号：3004］，東京大学地震研究所［課

題番号：1518］）。特に，地震観測データの一元的な処理に関して，平成28年4月より大幅に自動処理を導入し

た処理方法の改善を行った（気象庁［課題番号：7014］）。また，これらのデータを処理した結果は，地震調査委

員会による地震活動の見通しの検討の際にも利用されており，この意味でも災害軽減に貢献している。 

 平成23年度から構築を進めている日本海溝海底地震津波観測網(S-net)については，平成28 年度に海溝軸外

側（北海道沖～千葉県）の敷設工事を行い，また，平成 27 年度までに整備を行った海溝軸外側以外の 5 海域

125 観測点について，試験運用を開始し，気象庁にもデータの配信を開始した。これらの海底下の観測点の本格

運用が行われるようになれば，地震や津波の即時予測の迅速化と高度化ができ，さらに日本海溝沿いの地震・津

波活動について重要な情報を提供してくれるものと期待される（防災科学技術研究所［課題番号：3004］）。 

 このような観測の一次データだけでなく，ある程度，成熟した研究領域については，一次データを加工して得

られた二次データについても共有したほうが研究の進展を促すと期待される。たとえば，東北地方太平洋沖地震

後の日本列島の挙動の理解にむけた研究を推進するためには，日本列島の基本構造モデルが共有されていること

が望ましく，そのような観点からのモデルの構築が進められている（東京大学地震研究所［課題番号：1505］）。 

 

４．これまでの課題と今後の展望 

（今後の巨大地震災害の軽減のために） 

 今期の5ヶ年計画では，災害誘因（ハザード）までがターゲットであり，災害素因（脆弱性）までは大きく踏

み込んでいない。しかし，将来的には，災害素因も十分検討する必要があり，今回の5ヶ年はそのための「準備

期間」と位置付けるべきであろう。実際，社会科学者との連携も進んできており，次の5ヶ年ではさらに災害素

因の研究も進展させることができると期待される。 

 1970年代末から1980年代にかけて「比較沈み込み帯学」が構築され，M9の巨大な地震は若いプレートが沈み

込む場所や，付加体型の沈み込み帯で生じるものと考えられていた。海洋性プレートが若ければ浮力が働いて沈

み込みにくくなり，その上の堆積物も海溝で削り取られやすくなって，付加体が形成されていく，ということか

ら，このようなプレート境界で固着が強くなり，巨大な地震が起こりやすい，というのは，わかりやすい話であ

ったため，このような考え方は多くの地震学者に受け入れられ，やがて「常識」になってしまっていた。しかし，

このロジックの帰結は，古いプレートが沈み込む場所や，造構性浸食型沈み込み帯で，M9 の地震が相対的に起

こりにくいということであって，M9 の地震の発生が不可能というわけではい。そのことに我々は，もっと慎重

に考えるべきであった，というのが，東北地方太平洋沖地震の大きな反省であった。 

 しかし，そのようにM9の発生の「有無」ではなく，「傾向」を決めるパラメータは，いくつかあると考えられ，

そのような「傾向」を把握して，新しい「比較沈み込み帯学」を構築する努力は，前にもまして重要となってい

る。その際には，くれぐれも，得られた「傾向」が，M9 の地震の将来にわたっての「有無」を表すわけではな

く，あくまでも統計的な「起こりやすさ」を表しているということに留意する必要がある。 

 東北沖でなぜM9が生じえたのかについては，いくつかの仮説が提案されている。どれが主要原因であったの

かについて，当初，いろいろと議論があったが，今となってみると，どれも何らかの寄与があったと考えるべき

であろう。少なくとも，原因を絞り込みすぎないようにする必要がある。なぜなら，今回は主要原因にならなか

ったことが，次のM9の地震の主要原因になるかもしれないからである。今後，「想定外」を減らすためには，可
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能性が低いと判断されてもむやみに切り捨てず，僅かな可能性であっても，「ありうる」として留意しておくこ

とが重要である。 

 一方，今回の地震では，海溝付近が大きく滑って大きな津波を生じており，また，過去にM7の地震を生じて

いた場所で高周波サブイベントが生じていたようにも見える。このような傾向が他の沈み込み帯で，どのくらい

共通の性質なのかを調べることは，将来の津波ハザードや地震ハザードを絞り込むために重要であり，今後，こ

のような観点でも「比較沈み込み帯学」の研究を進展させることが重要である。 

 沈み込み帯の特徴を抽出するうえで留意すべき点として，プレート境界の性質の時間変化がある。東北沖地震

の前の１ヶ月間くらいにスローイベントとして滑った場所が，本震のときにも大きな高速滑りを生じたことが明

らかになっており，また，これまでプレート境界地震が生じていなかった場所でも，大きな余効すべりが生じて

いる期間だけ地震が発生している例がかなりあることが分かってきている。したがって，これまでのような単純

な「スローイベントと地震の棲み分け」は厳密には成立せず，「地震性滑りが卓越する場所・時期」があるとい

う観点で，時空間的に変化に注意しながら特徴を抽出していく必要がある。 

 一方，東北地方太平洋沖地震では，スローイベントや余効すべりと地震性すべりが連鎖的に発生して本震に至

ったということが明らかになっている。したがって，決定論的な短期予知は困難ではあるものの，地震のトリガ

しやすさを考慮した，「確率論的短期予知」はある程度可能と考えられ，今後，このような地震のトリガ源とし

ての，スローイベント/余効すべりの時空間分布の研究が重要となっている。 

 

（次の巨大地震災害の軽減のために） 

 東北地方太平洋沖地震のあと，その震源域の北と南のプレート境界，および沖合のアウターライズ領域で M8

級の巨大な余震が起こることが，東北沖発生直後から心配されてきた。今のところ，それは発生していないもの

の，1986年の明示三陸地震のあと，その沖合のアウターライズ域で1933年の昭和三陸地震が生じたことを考え

れば，今後100年くらいは，そのようなことが十分起こりうると考えて警戒を続ける必要がある。 

 特に，北側でM8級の「最大余震」が生じれば，それは北海道の沖合まで連動して，次のM9地震まで成長する

可能性もあり，今後，過去の北海道沖合の巨大地震の履歴の調査をさらに推進するとともに，GNSS 観測や地震

観測を通じて，プレート境界の固着状況や地震活動に変化が生じていないか，慎重にモニタリングを続けていく

必要がある。 

 このような次の巨大地震の予測のためには，余効変動の正しい理解が重要である。これまでの研究により，M9

の地震では余効すべりのみならず粘性緩和の影響が無視できないことが明らかになっており，このような余効変

動の詳細なモデル化は，M9の地震発生サイクルを理解して，次のM9地震の予測にとって重要であるのと同時に，

「最大余震」の発生予測にとっても，また，今後の内陸の地震・火山活動の予測のためにも，極めて重要な意味

を持つ。したがって，今後，観測と理論，数値計算の集合知として，余効変動のモデル化を強力に推進していく

必要がある。 
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図1．日本海溝近傍における2011 年東北沖地震後の地殻変動。 

A：変位速度ベクトル。Iinuma et al.(2012) による本震時すべりの等値線（20m と50m）とともに示す。B：変

位速度の海溝と直交する成分の南北変化。Sun et al.(2014) による粘弾性緩和変形モデル（青），粘性係数を小

さくしたモデル（赤），粘弾性緩和に加えてプレート境界全面での100%固着を仮定した場合（緑）のそれぞれに

おける変位速度の計算値をあわせて示す（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 
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図2．(a) 地震サイクルシミュレーションの結果。累積変位量を一定の時間間隔でプロットしている。浅部（横

軸100 km 程度まで）にはJFAST 試料，深部（横軸100 km から 200 km 程度まで）には藍閃石片岩試料のそれ

ぞれの摩擦特性を用い，浅部は摩擦発熱による間隙圧上昇の影響を組み込んでいる。黒：1000 年毎，青：50 年

毎，ピンク：地震時10 秒毎，緑：地震の初めと終わりのスナップショット。(b) (a) に示したケースのM-t 図。

(c) 摩擦の状態遷移すべり量に関するパラメータスタディの結果による，海溝まで達する巨大地震の再来周期と，

深部のみを割る大地震の再来周期。(d) 長時間平均の摩擦発熱量に対応する剪断応力レベル。採用した有効垂直

応力分布では，試した範囲の L の値によらず Gao and Wang (2013) の見積もり（有効摩擦係数 0.025）によく

一致する（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 
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図3．東北沖地震後に仙台市大倉ダム周辺で誘発されたmigration する群発地震活動。 

(a）気象庁による震央分布。(b) 図（a）に示した A, B, C の測線の断面図。気象庁による震源分布（左）と，

波形相関およびクロススペクトル法により得られた到達時刻差データに Double-Difference 法を適用して震源

再決定を行った結果（右）を示す。(c) 図（b）の赤丸で示した地震のメカニズム解の例。水平に近い節面が断

層面と考えられる（東北大学［課題番号：1204］）。 
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図4．仙台（左図）と江刺（右図）における，重力変化（上図）と上下変動（下図）（東北大学［課題番号：1203］）。
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図5．ハイブリッド重力観測によって推定された東日本の重力の時空間変動。 

左図：2012～2014 年。右図：2014～2016 年。図中の■は絶対重力点(10 点），●は相対重力点（約 50 点），

赤の等値線はIinuma et al. (2012) による東北地方太平洋沖地震時のすべり量（10, 30, 50, 70 m）を表す（東

北大学［課題番号：1203］）。 

 


